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校 長 小崎 功二 学校 HP

小学校教員の勤務時間について
現在，国家的な施策として「働き方改革」が進められています。法整備も進んでおり，小学校でも

様々な対応を迫られていますが，今回は働き方改革についての具体的取組についてではなく，小学校

教員の勤務の現状について，勤務時間に関する法律を基にして紹介します。

公立学校の教育公務員の勤務時間その他の勤務条件は，一部の規定を除き，労働基準法が適用さ
れる（地方公務員法第５８条）ことから，同法の制約の範囲内で，国及び他の地方公共団体の職員
との間に均衡を失しないように，当該地方公共団体の条例で定められます。（地方公務員法第２４条）

・勤務時間は 1日 7時間 45分
・郡山小の勤務時間 ８：３０～１７：００（１７：００退勤）

うち休憩１５：４５～１６：３０

・超過勤務 教員には超過勤務という制度がありません。

給特法（正式名称は「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」）という

法律があります。（昭和 46年制定）この法律では，主に３つのことを定めています。
•教員には「教職調整額」という追加手当(給料の 4%)を支払う。(給特法第三条)
•教員には残業代(時間外勤務手当・休日勤務手当)を支払わない。(給特法第三条第二項)
• 教員には原則として残業を命じてはいけない。残業は政令で定める基準(超勤四項目)に従い条
例で定める場合に限る。(給特法第六条)

給特法では，残業代を支払わないことを定めています。しかしその代わりに，残業を原則禁止し，

例外的な残業(超勤四項目として「児童生徒の実習関連業務・学校行事関連業務・職員会議・災害等

での緊急措置など」と定められている)も考慮して「教職調整額」を支給することにより，バランス

をとっています。

上記のように定められており，制定当時の社会情勢においては実効性があったのでしょうが，実際
には児童下校後の業務が増えて超勤四項目以外での残業を余儀なくされ，更に児童の登校時刻と勤務
開始時刻が近く，より早く出勤しようとすることによる始業時の超過勤務の問題もあり，教員の労働
環境は近年悪化してきました。

残業代(給特法)の問題とは別に，「時間（休み）」は必要です。過剰な早朝出勤をしないこと，勤務

時間終了後の退勤，休日，これらはいずれも当然の権利であり，健康に働き続けるためには欠かせな

いものです。

前述の通り，教員に限らず，「働き方改革」は労働者の当然の権利と健康で持続可能な働き方を保証

するための国家的な喫緊の取組であり，それを受けた仙台市教育委員会の方針に基づき適正な勤務時

間管理を徹底することが校長に求められています。もはや，一校の校長の責任や権限を超えた次元で

あり，これまであたりまえのように行われてきたことでも看過できず，更に，逆行することは決して

許されない時代になったと感じています。

校内においては，出勤・退勤時刻の適正化，会議の精選，組織的対応により個々の職員の業務負担

軽減を図ること等を通して超過勤務時間の削減に努め，職員の心身の健康を守ることは急務であり，

それは，直接教育を受ける子供たちのためでもあります。

担任は一人で毎日５～６時間の授業を受け持っており，翌日の授業準備を毎日放課後に行っていま

す。教科指導だけでなく，会計や各種事務処理も担っています。日々の生徒指導（子供同士のトラブ

ル対応）や保護者の皆様との連絡は学校にとって極めて重要であり，それも怠ることはできません。

学校としては，実りある授業や遺漏のない事務処理，児童や保護者の皆様との信頼関係構築を目指し

て努力を続けて参ります。しかしながら，働き方改革や教員の勤務実態についてもご理解いただき，

可能な範囲でご協力をいただければ幸いです。
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